


















































































































































19701971972197319741975 19761977 1978 1979 1980 1981 19821983 1984 19851986198719881989
生産量
i100t）41．1 36．353．3 56．6 53．4 56．761 9 86．393．4 99．389．9 90．9 95．6 119．3 116．2147．1143．3 155．8 164．0 180．6??
輸出量
i100t）41．6 41．7 52．956．3 52．3 55．4 63．0 76．7 93．3105．484．5 84．1 90．5106．7102．8 139．1 133．2 150．515 316 ．1
輸出額
ﾂ万＄） 40．239049．751．1 56．163．877．9181．8 177．2184．5 171．249．4 154．1192．62816249．0 233．1220．42259266．9
生産麺
i100t）58．3 59．5 62．1 71．2 70．1 66．2 80．3101．2 4 75．1 91．399787．386．1118．5 93．6 113．9 104．7128．71169
?ー?ー
輸出量
i100t）53．9 56．5 63．275．37L7 6777．6 96．3 90．9 80．9 80．3 86．2101．190．5 96．9104．7126．599．9 87．693．5
輸出額








































































































































































































































































































工業・製造品 1，343 1，4891β55 1，554 1，715 2，0672，285 2，167 2，720
（輸 入）
食料晶 950 603 806 7631，919 1，301 1，494 1，143829































i1000t）200．3178．2 175．1207．3 215．7 214．447 5253144．6250．8258．8 233．6 244．52 3249．4 264．5297
1haあたり
ﾌ収量（t） 1．6 1．6 1．5 13 1．2 1．6 2．11．8　　1．4 1．7 2．3 1．7 L9 1．9 1．7 1．8 1．7
（出所）FAOSTAT（2012年3月21日閲覧）より著者作成。
（表3を参照）。そのため，1980年代以降の農業政策では食糧の増産が最重要課題となった。
　ケニアの第四次開発計画（1979～1983年）では，「農…業政策として最も重視すべきことは食糧作
物に対する政策である。そしてメイズや小麦などの生産を増強させることで食糧自給の達成を目指
す37」ことが謳われていた。しかし債務増大に陥ったケニアは，食糧増産以上に，換金作物栽培の
拡大を進めなければならなかった。ユ970年代末より，メイズの生産地は年平均3300haの割合で
減少している。最も減少した1984年で，メイズ生産地は前年より31．5万haの減少となった。しか
し，コーヒー・紅茶の生産用地は年2000～3000ha程度で増加している。換金作物の生産地が増
加する一方で，穀物生産地は増えていない。そのため，穀物生産に用いられていた土地の一部，も
しくは大部分が換金作物用に切り替えられたと考えられる38。だが，換金作物の国際市場価格が不
安定だったため，農民は換金作物を栽培しても十分な収入が得られなかった。年平均2％で人口が
増加しているにも関わらず，穀物を増産できなかったため，食糧不足に陥った農民も現れるように
なった。IMF・世界銀行の政策によって換金作物依存に追い込まれたため，ケニアは食糧を完全
に自給できなくなった39。さらに貿易の自由化が強要されたため，ケニアは生産できるはずの食糧
を輸入する必要に迫られた。
　IMF・世界銀行は融資の代償として輸入規制の緩和・撤廃をケニアに求めた。そのため，構造
調整を受け入れたケニアは，IMF・世界銀行の指導に従い，貿易の自由化（食糧輸入の拡大）を
進めた。しかし，IMF・世界銀行が自由貿易を促進したため，ケニアの食糧増産計画は頓挫して
しまった。貿易の自由化（輸入の拡大）は，ケニア人農民に対して様々な不利益をもたらした。ケ
ニアはSAPの導入に伴って輸入に対する規制を緩和・撤廃した。
　ケニアでは，輸入品に対する関税や商品・食料の輸入に対する認可制度（貿易ライセソス制度：
37Republic　of　Kenya［1983］，　pp．177－178．
38もっとも，数値上減少しているすべての穀物生産地が換金作物用に切り替えられているわけではない。中に
　は，休閑などを理由に穀物を含むすべての作物を生産していない土地もある。
391970年代，ケニアで消費される食糧（メイズ）は概ね自国で生産されていた。しかし1980年以降，メイズ消
　費量の1～2割が輸入によるものであり，輸入されたメイズが消費量の3割を占めた時期もあった。また一
　人当たりのメイズ消費量を見ると，1970年代は100～115kg（全て自給）消費していたが，1980年代に入る
　と80～90kg（内10～20　kgが輸入）となっている。農民一人当たりのメイズ生産量も約100　kg（1970年代）
　から60kg程度（1980年代）にまで減少した。
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The　Trading　Licensing　Act）を設けていた。独立以後に設けられた貿易ラ・イセンス制度は，元来
キクユ人のエリート層が利権を創出するための制度だった。ただし，ケニア人農民の生産活動を保
護するうえでも，貿易ライセソス制度は有益だった40。ケニア政府は国内産業や生産者の保護と工
業化の推進を意図した貿易政策（指針）を第四次開発計画（1979～83年）に盛り込んだ。指針の
具体的な内容は，輸入品に対する量的規制や関税の賦課，輸出を拡大するために国内の生産・貿易
構造を改善することであった41。また食糧輸入に言及すると，ケニア政府は農民の生産活動を保護
するため，食糧輸入に対する規制を課していた。しかしIMF・世界銀行は輸入量規制の緩和・撤
廃や関税率の引き下げを強要した42。特に輸入規制の緩和はケニアの食糧自給を崩壊させた。
　人口増加が著しいケニアはアメリカなどの穀物生産国にとって有益な輸出相手国だった43。しか
し，メイズを大量生産する先進諸国の農家（企業）にとって，ケニアが実施する輸入規制は阻害要
因となった。そのためIMF・世界銀行は，穀物輸出国の「穀物輸出先の創出」という要求を履行
するかたちで，輸入規制の緩和を推し進めた。1970年代におけるケニアの穀物輸入量は，メイズ
が0．4万トン，小麦が3．9万トンだった44。しかし1980年代の穀物輸入量は，メイズが10．2万トン
（約23倍），小麦が11．5万トン（約3倍）にまで増加した（図3を参照）45。穀物輸入が増加傾向と
なったため，換金作物で得た外貨は債務返済と食糧輸入に充てられた46。ケニアは構造調整によっ
て，他国で消費する作物を生産し，自国で消費する作物を輸入する，歪んだ農業国であり続けた。
　ケニアは「食糧自給」ではなく「食糧輸入（購入）」を強いられたため，農民は僅かな収入で輸
入品（食糧やその他必需品）を購入しなければならなかった。大部分のケニア人農民が構造調整後
も換金作物を収入源にしていたため，農民は貧困から脱却できなかった。農民一人当たりの所得は
552ドル（6万4740ケニアシリング：1979年）から521ドル（24万3116ケニアシリング：1989年）
に減少していた。高いインフレ率にもかかわらず収入が少なかったため，ケニア人農民の貧困状態
は悪化した。大勢の貧困層農民は僅かな収入を求めて都市部に流出した。都市部における低賃金労
40貿易ライセンス制度と利権の創出に関してはHimbara［1993］を参照。
41第四次開発計画で提示された国内産業保護政策に関してはRepublic　of　Kenya［1979］およびHusain　and
　Faruqee［1994］を参照。
4215～20％程度で課せられていた輸入関税率は貿易の自由化に伴って徐々に引き下げられ，平均8％前後まで
　緩和された（坂元［2008］およびHusain　and　Faruqee［1994］を参照）。
43構造調整以外にも，GATTのウルグアイ・ラウンドなど多角的貿易交渉によって農産物貿易の自由化が実施
　されている。鷹和はウルグアイ・ラウソドを通じて，先進諸国の「農産物貿易の自由化によって途上国の食
　料自給が助長される」という主張の不備を指摘している。農業合意以降，開発途上国の食料自給はむしろ悪
　化傾向となっている（鷹和［2004］，pp．62－63を参照）。
44干ばつ等に伴う不作に備えて，ケニアは国内の生産者にとって不利益とならない程度で常時穀物を輸入して
　いた。
45図3において，穀物輸入量が年毎に異なる要因として，天候が良好だったためにケニアの穀物生産量が増加
　したこともあるが，最大の要因は世界全体の穀物生産量が減少したためにアメリカなどの穀物輸出国が輸出
　量を減少させたことがあげられる。
46農産物輸入による貿易赤字とアフリカ諸国の農業部門の特徴については平野［2001］を参照。
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　　　　　　　　　図3　ケニアの穀物（メイズ・小麦）輸入の推移（t・％）
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（出所）FAOSTAT（2012年3月21日閲覧）より著者作成。
働者の増加はスラムの拡大や治安の悪化など様々な問題を引き起こした。ケニアが抱える諸問題は
換金作物依存に起因する。だが，ケニアが換金作物栽培に対する依存を強めた背景には構造調整
（IMF・世界銀行）の存在があった。
5　おわりに
　本稿では，1980年代の構造調整期を中心に，ケニアの食糧問題や換金作物依存が改善されない
要因を分析・考察した。英国の植民地から独立したケニアは，政治・経済のケニア化政策を進め
た。またケニア化政策と並行して，ケニアは食糧自給の拡大と換金作物からの脱却を目指してい
た。しかし構造調整によって，ケニアは経済的危機に陥り，換金作物に対する依存が深まった。
　第二次石油危機によって経済が悪化したため，ケニアはIMF・世界銀行から融資を受けた。し
かし，融資の条件としてケニアに課せられた政策はケニア経済をさらに悪化させた。特に貧困層農
民は貧困状態から脱却できなくなった。工業部門が未熟だったため，ケニアは債務を換金作物輸出
で返済しなければならなかった。貧しい農民が増加したため，都市部は雇用を求める農民で溢れか
えった47。また貿易の自由化はケニアの食糧輸入を拡大させた。貧しい農民は，不足した食糧を
「生産ではなく購入すること」で回避するよう，IMF・世界銀行から強要された。ケニアは食糧増
47このときモイ政権は，政権支持派（エリート層）が多く居住する都市部における食糧支出を保護するため，
　食糧の生産者価格を抑制するような政策を実施していた。SAPの政策に加えて，ケニア政府の生産者価格政
　策は，農民の食糧増産に対する意欲を減退させた（構造調整に伴う都市部出稼ぎ民の増加と農産物の生産者
　価格政策については高橋［2003，2010コおよび松田［1995，1999］を参照）。
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産政策を進められなくなった。そして農民は，換金作物による僅かな賃金で，本来であれば自身で
生産できるはずの食糧や農業生産に必要な財を購入しなければならなくなった。
　構造調整はケニア人農民の生産・生活環境を大きく歪めた。ケニアは自国の農民の困窮を犠牲に，
IMF・世界銀行から多額の融資（富）を受けた。ただし，全てのケニア人が構造調整による不利
益を被った訳ではなかった。融資の大部分は一部のケニア人エリート層が浪費した。政府の有力者
は，自身の支持基盤を確保するため，富裕層農民に対して融資された資金を与えた。資金を入手し
た富裕層農民は農地を拡大するために融資（資金）を使用した。ケニア政府は貧困層の農民に対し
て，構造調整融資の恩恵を供与せず，構造調整によって抱えた不利益のみを押し付けた。
　さらに2000年以降，食糧生産に乏しい近隣のアラブ諸国は，食糧生産力に乏しいケニアの土地
を収奪（売買・借用）した。特にケニア東部（主にケニア沿岸部およびタナ・リバー・デルタ地域）
の穀物生産地が土地売買の対象となった48。独立後のケニアに見られる「食糧を購入するため，農
民は賃金労働や換金作物栽培に従事する」という実態は，植民地支配期に見られる白人農園で労働
を強いられていたケニア人農民の状況と類似する。初代大統領ケニヤッタは，生前，IMF・世界
銀行総会において，国の状況に配慮した公正な貿易の必要性を主張した49。しかしケニアは，独立
後も国際社会のために換金作物栽培を強要された。IMF・世界銀行（国際社会）は，構造調整を
介して，ケニアを支配し続けていた。ケニア政府は，エリート層が融資による利益を獲得する一方
で，構造調整の不利益を農民に強要した。ケニア人農民は，本稿で述べた諸要因によって，困窮し
続けた。ケニア人農民を取り巻く歪んだ農業構造は植民地支配期から未だに存在し続けている。
　1980年代，ケニア人農民はSAPに伴う様々な問題に直面した。しかし1990年代以降，　IMF・世
界銀行は，これまでの政策に加えて大規模な民営化を実施するようになった。さらに構造調整政策
に加えて，ICAの崩壊や複数政党制への移行など，政治的経済的に重要な事象が生じた。そのた
め，1990年代のケニアが直面した新たな事象（民営化の推進，ICAの崩壊，多数政党制など）を
政治的経済的側面から分析することが今後の課題となる。
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